工業都市・群馬県太田市の発展と社会基盤整備―戦前の都市計画事業を出発点として― by 朝海 彩子 & 松浦 茂樹
工業都市・群馬県太田市の発展と社会基盤整備―戦
前の都市計画事業を出発点として―
著者 朝海 彩子, 松浦 茂樹
著者別名 ASAKAI Ayako, MATSUURA Shigeki
雑誌名 国際地域学研究
号 16
ページ 45-72
発行年 2013-03
URL http://id.nii.ac.jp/1060/00004401/
Creative Commons : 表示 - 非営利 - 改変禁止
http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/deed.ja
はじめに
国際地域学研究　第16 号　2013 年3 月
工業都市・群馬県太田市の発展と社会基盤整備
一戦前の都市計画事業を出発点としてー
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
45
群馬県太田市は、東京から北西へ約86km に位置している（図1 ）。市の東側は大泉町・邑楽町・
栃木県足利市、西側は伊勢崎市、南側は埼玉県熊谷市、北側は桐生市・みどり市に面している。地
形をみると、標高30 ～110m の平坦部が大きく占め、北西部には海抜235.8m の金山と、八王子丘
陵が走っている。また南には利根川、北には渡良瀬川が流れている。
太田市は、2005（平成17 ）年3 月28 日、旧太田市と市に隣接する尾島町・新田町・薮塚本町の
一市三町が合併し、面積は176.49 kmとなった。それ以前、旧太田市の面積は97.96km'、旧尾島町
の面積は19.34km'、旧新田町の面積は38.22km'、旧薮塚本町は20.97km' であった。
さて太田市は、富士重工、旧三洋電気、三菱電気などがある工業都市で、今日も活発に工業生産
が行われ、その製造出荷額を2010 年度でみると、全国で第15 位、関東では市原市、横浜市、川崎
市に次いで第4 位の位置にある。だが内陸部にあり、工業材料・製品の移出入に重要な役割を果た
す港湾はない。さらに新幹線もなく、高速自動車道路も近年まで整備されてこなかった。このよう
な地域がなぜ、工業都市として発展したのだろうか。
興味深いことは、太田市では既に戦前、計画的に工業都市整備が進められていたことである。1939
 昭和14 ）年、商工省は「工業の地方分散に関する件」
を通達したが、42 年「工業規制地域及び工業建設地域に関
する暫定措置」を実施し、工業規制地域と工業建設誘致地域
を設定した。一方、内務省は「新興工業都市建設事業」を推
進し、全国で23 都市を新興工業都市に指定した。この23 都
市の中に太田市も入っている。そして大規模な都市計画が策
定され、土地整理事業が推進されていた。
工業都市としての戦後の発展も、戦前のこの都市計画事業
をベースにして進められたと考えている。戦前の都市事業か
らみていこう。
図1　 群馬県太田市位置図
＊元東洋大学国際地域学部学生:Graduate of Faculty of Regional Development Studies, Toyo University
＊＊東洋大学国際地域学部:Faculty of Regional Development Studies, Toyo University
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1。戦前の耕地整理法による都市計画事業
1。1都市計画的耕地整理事業
太田は、もともと日光例幣使街道の宿場町として栄えたが、1889  （明治22）年の町村制施行時
に人口約3.200 人、戸数631 戸の太田町が誕生した（図2 ）。太田の近代交通の整備についてみると、
東武鉄道が太田まで通じたのは1909  明治42 ）年であり、13 （大正2 ）年に桐生線が開通した（図3
）。この後、電化が図られ、浅草から太田の先の伊勢崎まで電化となったのは27  昭和2 ）年であ
る。一方、高崎線が走る埼玉県熊谷との連絡のためには、利根川での架橋が必要である。 1884 （明
治17 ）年に有料の「船橋」がっくられ、1919 （大正8 ）年には、この橋は埼玉県に移管され無賃橋
となった。その翌年には全長619m 、幅員4.5m の妻沼大橋が完成した。
図2　 明治23年9月の太田町概況図
（出典：『太田市史　通史編　近現代』太田市、1994 年）
図3　 東 武 鉄 道 敷 設 進 行 図
（出 典：『太田 市史　 通 史編　 近 現代』 前 出）
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交通の整備 が進む一方、中島知久平率いる中島飛行機製作所の発展があ って人口は増大し、都
市計画的整理事業 を実施しようとの地元の取 り組 みが、1924  （大正13 ）年頃から始 まっ た。都 市
計画的耕地整理事業とは、地主が組合をつくって土地整理事業を進めることを基本とし、09 （明治42
）年成立の耕地整理組合法を準用して手続きや技術的手法を用い行うものだっ た。本格的に事業
が 開始されたのは、31  昭和6 ）年からであった。
さて計画的耕地整理事業について、当時の『上毛新聞』（1931 年3 月11 日夕刊）1）の記事によると、「太
田町の都市計画前提に大耕地整理組合を組織　 八瀬川、道路等の幅員拡張する……今回政府に於い
て、失業救済農山漁村の臨時対策低利資金の融資貸付を為 すを好機とし て大耕地整理組合 を組織し、
予算十五万 円を以って之が完成 を期する事に決定し、不 日認可の指令に接すると共に、直に工事に
着手する予 定なる……」 とある。
1929 年10 月24 日、 アメリ カ・ニューヨークのウ ォール街で株価が大暴落し、この頃の日本は
大恐慌となってい た。政府は大恐慌対策として「失業救済農山漁村経済更生計画」を実施し、臨時
対策低利資金の融資貸付を行っ た。この資金により、31年3 月、太田町は独自の都 市計画を樹立し、
都市計画的耕地整理事業が開始 されることになっ たのである。大耕地整理組合 を組織し、 道路・河
川の改修と新設事業に取 り組むことになった。
また、『上毛新聞』（1932 年10 月15 日夕刊）2)は次のように述べている。
「太田町の都市計画進抄
新田郡太田町の都市計画に依る耕地整理組合の第一期工事である町の北裏高山通りの大道路は既
に完成して、太田大間々県道即ち太田中学校の前面通りから太田足利線までの六間道路の両側には、
沸 々家屋の新築が開始され将来の住宅地域として面 目が一新されたが、第二期工事として来月から
着手される区域は、太中校を中心として浜町の隔離病舎付近の道路開設と、六丁 目永盛橋の下流の
改修、宝泉村藤阿久に至る三新線と隔離病舎付近 から妻沼街道に至る一線と牛沢線等の新設である
が、第三期には町の西北端交通路 の新設で、之に依って現在の太田町は三倍乃至四倍に拡張 され、
北裏の住宅地と対比して西南方は工場地帯として将来嘱目せらる ヽことであらう。」
このことから、 この事業が将来の住宅・工業地域のため住宅地の造成や道路整備等の大規模な事
業 を行い、都市基盤の整備を図るものであったことが分かる（図4 ）。整理地区の面積は150 余町歩
で、太田町100 町歩、 新島・大島・藤阿久 の一 部などで約50 町歩であ り、組合員は約460 名であ
っ た。 1931 （昭和6 ）年の秋頃から着手され36 年3 月に完了したが、大 きく第1 期、第2 期、 第3
期 に分けて行われた。
経費につい てみると、総予算150,000 円で、その内訳は収入として農業事業 国庫補助金25.000 円、
太田町費30,000 円、大門通 り並木敷売却代金30,000 円、日本勧業銀行より借入金65.000 円、支出
とし て工事費84.155 円（主 な費 目とし て道路 費50.300 円、溝 渠費17.755 円、橋梁 費8.100 円、 開
田費2,500 円）他であった。
1。2　耕地整理事業の概況
【第1 期】
1932 （昭和7 ）年1 月20 日に起工し、同年10 月までの期間であった。太田市街の北裏・入町・
八幡前の水田に街路を縦横に建設し、幹線として高山前を通る東西道路（通称北裏通り、4間幅）と、
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二
図4　 耕地整理事業でできた市街地の街路樹
（1926  （昭和11年）3 月現在）（出典：『太田市史　通史編　近現代』前出）
太田駅から北方熊野梅山下へ達する道路が整備された。
また、八瀬川は蛇行し、両岸が土手で崩れやすかったために改修されることになった。川幅を4
間（7.3m）とし、七ヶ村堰から永盛橋までの約900m は金山石を組んで一直線とした。両岸には3
間ずつの歩道を設け、桜を植えた。水面にはボートを浮かべ、舟遊びに利用することとなった。
【第2 期】
1932 年11 月から34 年まで行われた。まず、太田中学校（現太田高校 ）を中心とする六丁目南裏
から藤阿久の間、浜町の東西道路（現バーバンク通り）、牛沢方面道路などを新設した。また、第1
期から続く八瀬川の永盛橋下流域の改修、さらに妻沼県道を北方へ延長して熊野へ達する道路（現
平和通り）の新設などが行われた。
【第3 期】
1934 年から35 年の1 年間行われた。八幡山前から太田中学校東側、浜町、新井へと抜ける道路
が新設された。また、大門通りは堤と並木が撤去され道幅が拡張した。大光院東側の道路も拡幅し
新設され、金山線として一直線になった。
【事業の結果】
120 本（うち幹線5 本）の道路が新設され、橋梁は20 ヶ所架設された。また、八瀬川の改修（直線化）
や桜並木の造成などが進み、都市化の基礎が出来、かなりの水田・桑畑が宅地に転換した。なお人
口は1920  （大正9 ）年に5.803 人だったのが、30（昭和5 ）年には7.304 人に増加した。
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耕地整理法に基づく都市計画事業が竣功する少し前の1935  （昭和10 ）年3 月、太田町は都市事
業を管轄する内務大臣に都市計画法適用を申請した。その目的は交通系統の整備、区画整理その他
の施設計画の樹立であったが、その背景には太田町に工場のある中島飛行場株式会社の発展があっ
た。申請理由書には、次のように述べられている3)。
「中島飛行機株式会社ニアリテハ、最近町ノ東端二工場ヲ拡張改築シ事業ヲ拡大シ、材料及製作
品ノ輸送等二交通頻繁ヲ極メ、特二軌近交通機関ノ完備二伴ヒ、町ノ内外ヲ問ハズ交通系統ノ整備
ヲ期スルコトハ喫緊ノ要務ナリ。」
なお、都市計画区域は太田町を中心に新田郡島之郷村・宝泉村・沢野村・九合村、山田郡韮川村
の5 ケ村を包括するものだった。同年5 月、内務大臣から都市計画指定の告示があり、36 年8 月
には都市計画区域指定の告示があり、新たな都市計画事業が進められた。その状況を述べる前に、
中島飛行機株式会社の発展をみていこう。
2。1　中島知久平と中島飛行機の誕生
現在の富士重工業の前身である中島飛行機の創設者・中島知久平は、1884 明治17 ）年1 月11 日、
農家である中島粂吉・いつの長男として、太田町近傍の利根川沿いにある尾島村（現太田市）押切
に生まれた。98年、尾島尋常高等小学校を卒業するが、家庭事情から太田中学校への進学を断念した。
その後、家業を継いだが軍人を目指すため、1902 明治35 ）年8 月15 日に上京を決行し、その翌
年12 月21 日には海軍機関学校に合格した。この在学中に飛行機に興味を持つようになった。 03年
にアメリカ合衆国のライト兄弟が、世界初の動力飛行機の飛行に成功したことを知ったことによる。1907
 （明治40 ）年4 月、海軍機関学校を卒業し海軍機関少尉候補となった。 10年3 月から軍艦「生
駒」に乗船することになり、同年5 月には英国に派遣されることになった。その際、フランスの航
空技術を視察するため一人願い出てフランスに残り、機体工場や飛行場等を視察した。この視察に
より、大艦巨砲よりも飛行機による機雷攻撃の方が有益と考えるようになった。
その後1911 年の7 月から翌年の6 月まで、海軍大学選科生として飛行機研究に専念した。この
間に日本初の飛行船を完成させ、日本で3 番目の飛行船操縦員となり初飛行を成功させた。これに
より、大尉に昇進することとなった。同年12 月、「 臨時軍用気球研究会 」の御用係に任命されたが、
この会は、09年7 月に勅令により設置された日本航空界最初の組織であった。また、12年6 月には、
設立された「海軍航空機研究委員会」の委員となり、実地研究を担当した。同年7 月から5 ヶ月間4)、
アメリカ合衆国に出張し、カーチス飛行機工場で飛行機の製作と整備技術の研究を行った。
この経験により、中島知久平は海軍での飛行機に関する第一人者となった。 1913 （大正2 ）年5
月には飛行機造修工場の主任となり、7 月には海軍製で初の飛行機を完成させた。翌年1 月から9
月まで「造兵監督官」としてフランス出張を命じられたが、この出張では、発注した飛行機・発動
機制作の監督とヨーロッパ航空界の視察を行った。帰国後、横須賀鎮守府海軍工廠造兵部の飛行機
工場長となり、自ら考案した「中島式トラクター機」や改造・改良機を製作していった。
1916 年4 月から海軍技術本部会議員に就任し、10 月に再び渡欧を命じられた。この頃、中島は
民間航空機産業の必要性を考えていたが、当時、海軍や政府は「大艦巨砲主義」により飛行機を軍
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事力 としては考えていなかっ た。そのため、海軍を退役 することにし、17 年3 月末、病気 を理由
に休職届けを提出し帰郷した。
帰郷した中島は、飛行機製作のために海軍時代の部下や友人を技術者として集めた。資金は知人
を介し、神戸の肥料問屋・石川茂兵衛に援助してもらうこととなっ た。 また、利根川河川敷に飛行
場を建設するための許可の取得 も進めた。
1917 年5 月、尾 島町前小屋の岡田権平宅の養蚕小屋 を借り、「飛行機研 究所」の看板 を掲げ、6
名の仲間と共に始めることになった。同年6 月1 日には予備役編入 となり、 同年12 月10 日には太
田町の大光院にあった博物館用建物 を借り、研 究所を移した。この建物 は、 東武鉄道が太田町に寄
贈し、博物館にする予定であったが、中島は、太田町長・武川六太郎に建物借用の申し入 れをした。
この際、武川は、寄贈者である東武鉄道社長・根津嘉一郎の元を訪 れ相談したところ、根津は「ど
うせ潰 れるだろうから、家賃3 円を貰って貸しておけばよい だろう」と答えたとい う5)。
1918  （大正7 ）年4 月1 日、名称を「中島飛行機製作所」と改称した。しかし、その1 ヵ月後の5 月、
神戸 の豪商・川西清兵衛の出資を得て「合資会社日本飛行機製作所」を設立し、「中島飛行機製作所」
の看板を下ろした。
1918 年7 月、 日本初の民 間飛行機「中島1 型1 号機」が完成して試験飛行 をした。だが、墜落・
大破し、その後もなかなか飛ばなかった。しかし翌19 年2 月、「中島4 型6 号機」 が完成し飛行 に
成功する と、早速陸軍から偵察機兼練習機として20 機の注文が きたのである。同年4 月には、利
根川河川敷に建設した尾島飛行場の開場式が盛大に行 われた。太田 にある工場 から尾島飛行場まで
は8km あったが、飛行機は解体して荷車に乗 せて人力で運搬した。
2。2　中島飛行機のその後の展開
1919 （大正8 ）年12 月、経営方針の違いから川西と手を切り再び「中島飛行機製作所」となった。
この後、陸軍からの注文は続き、また海軍からも注文があり、中島飛行機製作所は大いに発展した。
後、31 昭和6 ）年12 月には「中島飛行機株式会社」と改称した。
中島飛行機は、1925  （大正14 ）年から発動機については東京府内（現在の杉並区上井草）に設
置した東京工場で生産したが、機体は大光院東の細長い谷間の敷地にある太田工場（呑竜工場）で
製作していた。生産の増加とともに工場棟などの増加を繰り返していたが手狭となり、34 昭和9 ）
年初めから太田町の東端に広大な用地（24万7.500m'）を得、新工場の建設を始め、同年11 月竣
功した。移転時の従業員数は2,121 人であった。その後も拡張工事が行われ、38 年にほぼ完了した
が、その敷地面積75 万ha 、従業員約2 万4 千人に発展した。そして旧工場等も合わせ、太田製作
所となった。
1937 （昭和12 ）年には、日中戦争が始まり、軍部からの発注は一層増大した。このため、39 年
から太田町隣接の小泉町・大川村（現在の大泉町）で小泉製作所の建設が始まり、41 年12 月まで
に海軍機関連の業務をこの製作所に移転した。この時、小泉製作所の従業員は5 万5 千名であった。
小泉製作所の従業員輸送のため、太田から小泉に至る鉄道が東武鉄道によって敷設されたのは、41
年6 月である。また、太田病院が太田製作所内に39 年から41 年にかけて建造された。
一方、太田製作所と小泉製作所の間に130 万ha の敷地をもつ太田飛行場が、1941年2 月に完成した。
飛行場と両製作所の間は専用道路でつながれた。さらに43 年2 月には、尾島町に部品工場が完成し、
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44 年には、太田製作所だけで従業員数は5 万人を超えた。また中島飛行機株式会社は、伊勢崎、前橋、
大宮、宇都宮などにも製作所・工場を整備していった。
このように、中島飛行機株式会社の急激な発展の下、太田町は当会社の企業城下町、軍部都市化
していったが、その発展を支える新たな都市計画が策定され事業が進められていった。
3。 新興工業都市建設
3。1新興工業都市建設計画の策定
1930 年代に入ると中島飛行機は、周辺16 町村を含む人口30 万人の新興工業都市の創造を目指
す構想を打ち出した6)。中島飛行機が構想を打ち出した理由は、「同社の新工場建設に伴っての物
質や飛行機輸送が増え、交通体系の整備が必要になったことなどが理由であった」と言われている7)。
交通体系の整備には太田町だけでなく、近隣町村の協力が必要である。また、中島飛行機が今後発
展していくためにも、太田町内だけでは十分ではなくなっていたのだろう。
新工業都市構想は、このように中島飛行機が打ち出したものだが、太田町にとっても中島飛行機
の発展は重要であったのだろう。 1935 （昭和10 ）年3 月12 日、太田町長・武川六太郎は、「都市
計画法適用申請書」を内務大臣・後藤文夫に提出した。この申請書の内容は以下のとおりで、新た
な都市施設の設置と計画区域の拡大を要請した8)。
「我が太田町ハ近時著シク町勢発展シ、殊二各種機関ノ完備二伴ヒ、町ノ内外ヲ問ハズ交通系統
ノ整備、或ハ区画整理ヲ期スルノ緊要ナルコトヲ認メ候
然ルニ、既設市街地ヲシテ自然ノ推移ト膨張トニ放任センカ、将来交通・衛生・保安・経済等各
方面二亘り支障弊害ヲ醸成シ、前途寒心二堪ヘサルモノ有之候
依テ本町二於イテハ弥々其ノ都市トシテ機能ヲ発揮セシムベク、諸般ノ施設計画ヲ樹立シテ之ヲ
合理的二統制シ、以テ永遠公共ノ安寧ヲ維持シ其ノ福利ヲ増進致度候間、是非共都市計画法ヲ御実
施相成度、茲二町会ノ議決ヲ以テ此段及申請候也
追テ計画区域トシテ新田郡鳥之郷村・宝泉村・沢野村・九合村、山田郡韮川村ノ五ケ村ヲモ抱括
シテ其ノ区域ヲ定メ候間申添候 」
また、申請するにあたっての理由書については、以下のとおりであり9)、中島飛行機の発展が交
通を中心とした新たな都市計画を必要としていることが分かる。
「我が太田町ハ……（略）……尚中島飛行機株式会社ニアリテハ、最近町ノ東端二工場ヲ拡張改
築シ事業ヲ拡大シ、材料及製作品ノ輸送等二交通頻繁ヲ極メ、特二軌近交通機関ノ完備二伴ヒ、町
ノ内外ヲ問ハズ交通系統ノ整備ヲ期スルコトハ喫緊ノ要務ナリ。顧フニ、既設市街地ニシテ自然ノ
推移ト膨張トニ放任センカ、交通・衛生・保安・経済等各方面ヲ観察スルニ、幾多情弊ノ伴ヒシコ
トアルハ先進都市ノ実例二徴シ明瞭ナル所ナリ。但テ本町二於イテハ、将来都市トシテ機能ヲ発揮
セシムベク、諸般ノ施設計画ヲ樹立シ之ヲ合理的二統制シ、以テ永遠二公共ノ安寧ヲ維持シ、其福
利ヲ増進セントス」
このような地元の要求の下、都市計画群馬地方委員会は1938 年11 月15 日、都市計画区域の拡
大を決定し、同年12 月8 日、新たに休泊村、小泉、大川村が編入された。さらに1939 年3 月には
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中島飛行機株式会社の飛躍的発展に伴い、太田都市計画区域は12 ヶ町村に拡大した。それらの町
村は次の通りである。
新田郡太田町、島之郷村、宝泉村、沢野村、九合村、木崎町、尾島町、世良田村粕川、山田郡韮
川村、休泊村、邑楽郡小泉町、大川村
太田町を中心とする大都市計画となったのだが、1939 年6 月、幹線道路として62 路線が内務省
により指定された。さらに、1940 年3 月13 日付で金山、天神山、小泉城趾跡など、金山丘陵や寺
社の他、古墳や城跡、館跡など6 ヶ所が風致地区に指定された。そして同日付で「太田都市計画新
興工業都市建設土地区画整理」が、内務省により告示され、さらなる軍需都市を目指して新興工業
都市建設事業が進められていくこととなったのである（図5 ）。対象となる地籍は約1.154 万1 千坪
（約3.800ha）で、その設計方針は次のようなものであった1o）。
「一、街路ハ都市計画トシテ決定セルモノニ依ルノ外、土地ノ状況ヲ精査シテ其ノ配置ヲ定ムル
モノトシ、其ノ幅員ハ特別ノ事情アル場合ヲ除クノ外、総テ六米以上トス
ニ、公園緑地ハ総地籍ノ三％以上、小学校敷地八本区域内二二十三校分保留スルモノトシ、土
地ノ状況ヲ精査シテ適当二之ヲ配置スルモノトス
三、画地ハ土地用途ヲ予想シエ場、住宅、商店二適応スル様決定スルモノトス」
このように、街路は自動車交通に備え6m  以上とし、公園緑地は総面積の3 ％以上、小学校敷地
として23 校分保留し、区画は工場、住宅、商店（商業）に適応するよう行うことである。街路の
うち規模が大きいものは、知事によって執行されることとされた。
これにより、大太田市建設を目指す「新興工業都市建設土地区画整理事業」が、40 年度から6
ヶ年計画として街路事業と共に開始された。総事業費は1.193 万5.548 万円であった。同心円状・
放射状・碁盤目状の街路の造成、太田飛行場の建設、太田・小泉・尾島の各制作所の立地などを骨
図5　 太田新興工業計画区域（1936、40年）
（出典： 『太田市史　 通史編　近現代』前出）
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格とした。区画整理地区は、工場・住宅・商店用地に適応するよう決められた。しかし、具体的な
用途地域は定められず戦後の都市計画を待たねばならなかった。
3。2　新興工業都市建設事業の進展
1940 昭和15 ）年4 月15 日、区画整理の中央部基点となる2 つの道路が完成した。当時の『読
売新聞』（同年4 月12 日付）には次のように述べられている11)。
「十五日に完成　太田の二道路　太田都市計画実施第一期事業たる土地区画整理準備は、近く太
田及び小泉の両町に大都市計画事務所の開設をまって着手されるが、この区画整理の中央部基点と
なる県道太田尾島線の改修及び中島専用道路の開馨は十五日完成する。
県道は、太田と尾島をつなぐ主要道路で……その工事費は八万一千円、また専用道路は太田飛
行場を中心とした南北直線道路で、南部は長さ一千五百米、幅五十米、工事費十万円、北部は長さ
一千百米、幅五十米、工事費十万円で、県道の両側は住宅街及び商店街、専用道路の両側は工場従
業員の住宅街を予定されてゐる」とある。
記事によると、土地区画整理事業は、大都市計画事務所が開設されてから行われるということ
であった。それに先立ち、区画整理の基点となる県道太田尾島線の改修と中島専用道路の新造成が1940
年4 月15 日に完成した。中島専用道路は、太田製作所や小泉製作所と太田飛行場を結び飛行
機を輸送するための道路であり、その幅員は50m と広いものだった。また、専用道路の両側に工
場従業員の住宅街を造成予定ともある。中島飛行機が今後も発展し、それに伴い太田も発展するた
めに事業を行ったのである。
この後、1940 年8 月2 日、内務省は県に対して総面積517 万7.000 坪（約1,708ha）の土地区画
整理の強制執行命令を発した。『上毛新聞』（40年8 月3 日付）によると次のようである12)。
「太田町新工業地帯　区整の強制執行　二日内務省の命令大都市計画本格化
工都太田の画期的躍進を図るべき太田都市計劃新興工業都市計劃土地区劃整理の強制執行命令
は、二日内務省から県へ正式指令があった、総面積五一七万七千坪、工事費五一四万八千円で、昭
和十五年から十九年まで五ヶ年間に完了の予定である……
なお既に強制執行命令が出た小泉町は実施設計を完了、近く着工の手順となって居り、大川村は
設計準備を進めてゐるので、今回の指令と相侯って、愈々本格的太田都計事業が始められるわけで
ある。」
これにより本格的な区画整理事業が行われるようになった。対象地区は、太田・九合・沢野・韮
川の旧1 町3 ヵ村にわたった。総面積は約517 万7.000 坪（約1.708 万m2 ）で、工費は514 万8,000
円であった。工期は40 年から44 年までの5 ヵ年継続事業であった。その着工に先立ち、1 町3 ケ
村は合併した。
都市計画街路事業
1940 年7 月、「太田都市計画街路事業」が開始された。対象街路は表1 にみる6 路線であった。街
路延長は2 万3,402m   （23.4km ）であるが、これを道路幅員別に整理したのが、表2 である。施行
期間は、40 年度から45 年度までの6 ヵ年であった。
この6 路線の経費については表3 にみるとおり、総事業費245 万4.000 円であるが、財源の約7
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割が中島飛行機からの寄付である。新興工業都市構想を打ち出しだのは中島飛行機であり、また道
路整備は中島飛行機の発展にとって重要であるから、この事業に寄付を行ったのだろう。中島飛行
機ための都市計画事業であり、太田町にとって中島飛行機の影響力は大きかったのである。
太田町から八方へ延びる県道は、狭く曲がりくねった道が多かったため、拡幅・改修・直線化を
行なうことになった。また、太田町周辺は2 本の大環状線と10 数本の放射状街路の新設が計画さ
れた（図6 ）。小泉・大川地区と尾島地区は、中島飛行機の大工場建設に伴い、方形や碁盤目状街
路の建設が計画された。
町村合併
前述のとおり、太田は新たな大都市計画を樹立し、新興工業都市建設土地区画整理を進めた。そ
のためには、広域行政による都市的発展と住民福祉・生産拡大の重要性が増し、太田町と近隣村と
の合併が必要になっていた。なぜ、合併が必要になったのか、その理由の1 つには、当然のことな
がら中島飛行機が関連していた。中島飛行機の大発展により、人口が増大し住宅不足となり対策が
必要になっていた。また、交通網の整備や街区整理を行う必要もあった。しかし、その達成は太田
町域だけでは難しくなっていた。そのため、太田町・九合村・沢野村・韮川村との合併が計画され
ることになった（図7 ）。
その他の理由として、産業・経済面で太田町を中心に観光・商工業・通勤など4 力町村は相互依
存の関係にあった。また、中島飛行機の工場・住宅等の進出で太田町とも互いに提携の必要があった。
交通面でも東武鉄道、同バス路線、一般交通路も通じており、太田と3 力村の関係は密接であった。
これらの理由により、1940 （昭和15 ）年1 月16 日、第2 次太田町が成立した。人口4 万187 人、7.613
世帯となり、県下最大の町の誕生となった。この合併は、新興工業都市太田の基盤形成に貢
表1　 太田都市計画街路事業
街路線名 ?延長(m) ?工 事費( 円)
2,1,1号線(飯田・古戸間) ?,124 ?32,030
2,1,2号線(東矢島・尾島間) ?,613 ?82,675
2,1,3号線(東矢島・下小泉間) ?,474 ?56,064
2,2,5号線(飯田・下小泉間) ?,634 ?03,002
2,2,11号線(由良・尾島間) ?,225 ?39,928
2,3,2号線(飯田・太田間) ?32 ?40,301
合　　 計 ?3,402 ?,454,000
（出典：『太田市史　通史編　近現代』 太田市、1994 年、より作成）
表3　 都市計画街路事業経費内訳
表2　 街路の幅員
街 路幅(m) ? 延長(m)
21 ?60
20 ?,914
18 ?,803
15 ?1,407
11 ?18
（出 典 ：『太 田 市 史　 資 料 編 近 現 代 』
太田市、1987 年、より作成）
(1) 総事業費 ? 円) ?2)財源総額 ? 円)
工　　 事　　 費?,220,615 ?県　　　 負　　　 担?70,000
事　　 務　　 費?18,385 ?中 島 飛 行 機 寄 付 金?,800,000
事 務 所 建 設 費?5,000 ?地 元 町 村 寄 付 金?4,000
合 計 ?,454,000 ? 合 計 ?,454,000
（出典：『太田市史　通史編　近現代』 太田市、1994 年、より作成）
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図6　 太田新興工業都市計画の計画街路図（1940～43）
（出典：『太田市史　通史編　近現代』前出）
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図7　 戦前の太田市への合併村
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/ ■ 'ヽ
55
献し、戦後の大合併への先導役ともなっ
た。さらに43 年には鳥之郷村が加わり、
人口6 万3.225 人の太田町が生 まれた。
当時、全国一の大規模な町となった。
挫折
新興工業都市建設事業が進められてい
る最中の1941 年12 月、太平洋戦争が勃
発し日本は戦時経済下に入った。日本の
飛行機産業を代表するまで発展した中島
飛行機株式会社は、一層の増産に励んだ
が、戦況悪化に伴い日本本土が空襲にさ
らされると、太田町もその標的となった。45
年2 月、太田製作所は4 回の空襲にあ
い大損害を被った。 また45 年3 月には
政府の航空機工業国営化方針により、中
島飛行機は、同年3 月31 日付で国営企業・
第一軍需工廠となり、太田製作所は「第
一軍需工廠第一製造廠」となって、なお
も生産を続けようとした。だが同年8 月
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15 日、敗戦となった。
新興工業都市建設事業も、戦局が悪化していく中で中止となった。
4。 戦後の工業の復興と発展
4。1　旧中島飛行機株式会社の解体と新産業の登場
戦後、太田町には旧中島飛行機太田製作所に占領軍が進駐した。旧中島飛行機株式会社は敗戦直
後に社名を「富士産業株式会社」に変更し、民需に転換して存続を図った。太田飛行場、太田・小
泉両工場はGHQ に接収されたが、1945(昭和20 ）年10 月には呑竜工場で自転車やリヤカーの生産
を開始した。翌年には電気部品・小型モーター・電熱器、さらにモータースクーターの生産許可を
得た。伊勢崎工場ではバスボディーを、前橋本工場では農器具・トラクター・農耕機を、宇都宮本
工場では電車の修理、農器具・金具を生産した。これらの製品は、基礎的な生活物質が極度に不足
していた当時、いずれも飛ぶように売れたという。ただし従業員は敗戦時に全国で25 万人いたが、46
年1 月には3.197 名に減少した。
だが、財閥解体により1950 年には富士産業（株）が出資者となって12 の第二会社が設立され、
富士産業から独立した。そのうちの一つが冨士工業（株）であり、ここが中核となり財閥再結集の
動きの中で53 年に5 社が合併して富士重工業株式会社の設立となった。 55年にはさらに5 社を吸
収合併し、今日の富士重工業株式会社が発足した。発足当時の従業員は5.643 人であった。
一方、旧中島飛行機株式会社と深い関わりをもった工業としてメリヤス工業、ボタン工業、金型
工業が戦後、新たに興った。メリヤス工業は毛紡糸工業から発展したが、毛紡機の主要部に必要な
金属部品の多くは旧中島飛行機から放出されたものを利用したという。またその従業員は旧中島飛
行機の離職者、そして復員者達であり、1945 年の終わり頃には太田及び周辺地域に毛紡糸業者は200
 名以上にもなった。
その翌年5 月には商工者の認可を得て、組合員217 名の「太田手紡糸協同組合」が結成された。
この頃から手紡糸業は活発化するが、業者数の増加により競合状態となった。また、49 年の統制
撤廃や紡績機の復興などにより、手紡糸業者はメリヤス生産へと転進していった。
メリヤス技術は、東京からの疎開者によって広まり、手紡糸業者は彼らから技術を習得していった。1949
年8 月には、組合員25 名の「太田メリヤス工業協同組合」が創立され、同年10 月に認可された。
この協同組合や他の関連組合により、太田のメリヤス業は発展していった。その背景には、周辺地
域に養蚕・製糸業地帯があり、原料が入手しやすかったことがあげられる。
ボタン工業は、1946 年、大隈樹脂工業株式会社の創業者・大隈金六が、旧中島飛行機にあった
機械と材料を購入したことから始まる。購入したプラスチック（樹脂）工作機とプラスチック材料
によってボタンの製造を始めた。 48年から49 年頃になると、軽工業が発展し、衣料関係の生産も
増加した。これにより、ボタンの需要が増加し発展することになった。
金型工業は、高度な金型技術を持った旧中島飛行機の従業員が独立し、地元企業と共にプレス金
型や器具等の生産を行ったことが始まりであった。この地元企業も、かつては中島飛行機の協力工
場であった。
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4。2自動車産業の発展
太田市の基幹産業として発展したのが、富士重工業株式会社である。前身の富士産業（株）時代
の1947 年には「ラビットスクーター」が生産、販売されると、爆発的な人気を博した。「ラビット」
の名はスクーターの代名詞とまでなり、57 年～59 年には全盛期を迎えた。そして大衆車スバルの
開発成功により自動車生産会社へと転換した。
その経緯をみると、1954 年には、大衆車「スバル」の前身である「P-1」試作車を完成させた。
翌年5 月、通商産業省（現経済産業省）が「国民車構想」を発表したが、富士重工業は軽四輪車の
開発を目指すことになった。そして58 年3 月3 日、日本初の本格的な軽乗用車「スバル360」が
発表されたのである。
1958 年7 月、GHQ に接収されていた旧中島飛行機の太田製作所が接収解除になり、国に返還さ
れることになった。富士重工業は太田市や群馬県の支援のもと、国に返還の申請を行い、60年8 月、
大蔵省（現財務省）からの払い下げを実現させた。同年10 月に新工場が完成したことにより、太
田製作所と伊勢崎製作所を統合再編成して群馬製作所となり、新工場は群馬製作所本工場となった。
これにより、富士重工業株式会社は太田の基幹産業となり、太田は自動車産業都市へと変貌してい
った。
これに合わせ、1960 年代の高度経済成長期になると、金型の需要が急激に伸び、金型企業が確
立した。 70年代に入ると、太田の株式会社荻原鉄工（後のオギハラ）と大泉の株式会社宮津製作
所の2 大企業が発展していった。両社の発展によりその後、太田・大泉では金型工業産地が形成さ
れることになった。また工業団地が整備され、富士重工をはじめ三菱株式会社、旧三洋電気株式会
社などが進出し、操業を開始していった。
太田市は日本有数の工業都市へと成長したのだが、その状況について事業者数と従業員数の推移
でみたのが図8 である。また、1955 年から2005 年に至る工業製品出荷額等に占める主な業種割合
の推移をみたのが図9 である。出荷額が順調に増大していく中で輸送用機械、つまり自動車が今日、
ほぼ3 分の2 を占めている。
このような工業都市に発展した背景には、太田市による積極的な企業誘致があった。また第三セ
クターとして株式会社太田国際貨物ターミナルが設立され、2002 年度から内陸通関施設である東
事業所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 人
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図8 （a）太田市の製造業の事業所数と従業員数の推移 図8 （b）太田市の製造業の事業所数と従業員数の推移
注1　 すべ ての 事業 所 を集 計。
（出典 ：『太田市 統 計書』、『太 田市 勢 要覧』、『統 計お お た』
より作 成）
注1　 従業 員4 人以 上 の事 業所 を集 計。
（出 典 ：『太田 市統 計 書 』、『太 田市 勢 要覧 』、『統 計 おお た』 よ
り作 成）
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100%
京税関派出所の設置により、関税等の徴収・輸出入貨物の通関などが行われている。さらに社会基
盤整備が行われた。この状況をみていこう。
5。 太田市の誕生と首都 圏整備法の指定
1948 年には市政施行となり、人口5 万1,000 人の太田市が誕生した。その後、町村合併促進法に
基づき57 年には休泊村・強戸村が、さらに56 年からの新市町村建設促進法により、60 年には矢
場川村のうち本矢場と植木野の2 大字が、63 年には宝泉村そして毛里田村が編入合併となり、新
太田市は面積97.49km' 、人口8 万5.838 人となった。
太田市は、1955 年、産業都市の建設、市民福祉の増進、企業誘致、教育文化・保健衛生・社会
福祉等の完備による近代的文化都市を目指す等の「太田市建設計画」を策定したが、59 年度から
は10 ヶ年計画として「新市建設基本計画」に基づき整備を図っていった。その計画目標は次の5
項目である。
一、雇用の増大と所得水準の向上
= ゝ
一
一
―..ゝ
農業・商業・工業・観光・交通など産業基盤の整備
道路・街路・上水道・土地利用（用途地域）などの都市基盤の整備
四、教育・住宅・福祉施設の整備と増強
五、財源の拡充強化・行政経費の節減など行財政の健全化
計画は、「工業誘致による産業振興で都市を改造し、農業・工業・商業両全の総合的近代都市の
創造を大きなねらい」13）とされているが、戦前の太田市の産業構造を踏まえ工業の発展を期して
いた。
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首都圏整備法による市街地（都市）開発区域の指定
1956 （昭和31 ）年、政治・経済・文化の中心にふさわしい首都圏の建設と秩序ある発展を図る
ことを目的とする首都圏整備法が公布されると、太田市は市街地開発計画の指定に向け熱心な運動
を展開した。この法律は東京・埼玉・千葉・神奈川・茨城・栃木・群馬・山梨を首都圏とし、この
区域を既成市街地・近郊整備地帯・
市街地（都市）開発区域の3 地帯（東
京を中心に同心円状）に分けた（図10
）。既成市街地については東京と神
奈川の一部、近郊整備地帯について
は東京・埼玉・千葉・神奈川・茨城
の一部、都市開発区域については埼
玉・茨城・栃木・群馬・山梨の主な
都市が設定された。そして、基本計画・
整備計画・事業計画（毎年度）から
なる計画を策定し、それを実施する
基本法となった。首都圏諸都市の都
市計画は、この計画に適合するよう
定める必要があった。
首都から80km 圏にある太田市は、1958
年の第一次基本計画では工業を
中心とする市街地を推進する地区と
位置付けられていたが、60 年4 月30
日、太田・大泉地区の名称で首都圏
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図10　 首 都 圏 整 備 計 画
（出 典：『太田 市史　 通史編　 近現代 』前 出）
整備法に基づく首都圏で4 番目の市街地（都市）開発区域の指定を正式に受けた。この区域に工業
団地・住宅団地の造成を中核とする新市街地の建設を行うとともに、区域内既存工業地の整備充実
等も行い、これにより、「太田・大泉地区」を工業都市として発展させる計画であった。
具体的な整備方針として、次の4 項目が示された。
①　開発の中心を太田市南東部から大泉にわたる東武小泉線両側区域とする。宝泉は住宅地区、
尾島は工業・住宅地区、その他は農業生産地区とし、農耕緑地の保全を図る。
②　人口規模は、居住人口21 万人、区域外人口4 万人の計25 万人とする（目標年次1975 年）。
この内、工業開発により導入される人口を12 万人と見込み、第2 次・第3 次人口の定着を図る。
③　土地利用は、人口25 万人規模に対応するよう、総合的な都市施設の整備を考慮して計画する。
工業地区は、旧中島飛行機太田工場・小泉工場・飛行場跡地等の90 万坪を中心とし、太田・
大泉・宝泉の商業地・住宅地等を併せて約730 万坪の造成を図る。
④　整備計画上考慮すべきこととして、区域内の土地利用計画を策定し地域性を決定すること。
また、道路整備と区域内街路の整備を行うこと。鉄道・バス路線の強化・充実を図ること。
公園・緑地の整備を図ること。さらに、上下水道・工業用水の確保・整備に努めること。排
水・汚物処理の整備、集団住宅の建設、防火建築帯の設置を考慮すること。学校等教育・文
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化施設及び医療施設の整備を行うこと。そして、公営市場の整備を行うこと。
地区指定とこれらの整備計画により、工業団地、道路、工業用水など、工業都市に向けて整備が
進められていくこととなる。その整備に対し国は資金のあっせん、進出企業への税軽減に対する地
方交付税での補填などで援助を行った。太田市はこれに整合する都市計画を策定することになり、
新市建設都市計画は64 年度から後期5 ヶ年計画に変更された。
変更後の基本理念は、「一大飛躍的発展を図るため、産業開発を積極的に推進する」であり、具
体的には、工業団地の造成と企業誘致、街路網整備、また公立商・工業高校誘致・新設、公営住宅
の増設、さらに上水道・し尿処理場・ごみ処理場の完備等が主要事業となっていた。なお首都圏市
街地開発計画の指定地区は、70 年か
ら「太田館林地区」(図11) へ拡大した。
太田市による工業誘致政策
1960 年4 月、首都圏整備法に基づ
き市街地開発の指定を受けた後、太
田市は翌年7 月「太田市工場設置推
奨条例」を施行し た。この条例は、
産業の振興に貢献する工場設置者に
奨励金を交付するものであった。交
付の条件として、投資額100 万円か
常用従業者10 人以上のいずれかを満
たす輸出品等の工場に対するもので、
事業開始から3 ヵ年となっていた。
首都圏都市開発区域
太田、館林地区
19.14".
i.m 人
図11　 首 都 圏 年 開発 区 域 「太 田 館 林 地 区 」
（出 典：『太田 市新 総合 建設 計画』 太田 市、1977 年 ）
しかし、この条例は1963 年3 月28 日に廃止され、新たに「太田市工業誘致条例」が公布される
ことになった。新条例は産業振興を図るため、工場を新設・増設または住居地域にある既存工場の
工業地域への移設を促進するものであった。太田市は「太田市工場誘致委員会規定」に基づき、工
場適地の調査・資料整備、道路・河川・排水路の整備、工場敷地の斡旋などを実施した。
誘致企業の第1 号は「太田市工業設置推奨条例」施行前の1959 年3 月の先崎加工（株）であった。
それ以降、1988 年までの誘致企業は表4 に示す。
なお、米軍基地は1950 年代終わりになると縮小し始め、57 年から59 年にかけて旧中島飛行機
製作所の太田工場・大泉工場・尾島工場は接収解除となった。また69 年には太田・大泉飛行場が
返還された。これらの土地は工業団地として整備されていくこととなる。
5。 社会基盤整備
工業発展に向けて社会基盤整備を行う必要があるが、そのため「太田市建設計画」、「太田市新
建設基本計画」に続き、1970 年から「太田市総合建設計画」、1976 年から「太田市新総合計画」、1986
年から「第4 次太田市総合建設計画」、1997 年から「第5 次太田市総合建設計画」、2007 年
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表4　 誘致企業一覧　 （1989 年現在）
番号 ? 名称 ? 操業年月 ? 所在地 ? 主な製品
1 ?矢崎加工㈱ ?959 年7 月 ?西 矢 島 ?プラスチック製品
2 ?しげる工業㈱ ?960 年9 月 ?由　　　良 ?自動車部品
3 ?フランスペット㈱ ?961 年4 月 ?内　ヶ　島 ?ベッド
4 ?㈱藤平染工 ?961 年9 月 ?高　　 林 ?毛糸染色
5 ?群馬日本電気㈱ ?962 年5 月 ?西 矢 島 ?パソコン製品
6 ?第一製造㈱ ?962 年7 月 ?新 道 町 ?自動車部品用鍛工品
7 ?旧中メリヤス工業㈱ ?963 年8 月 ?市　　 場 ?ニット
8 ?㈱川上鉄工所 ?964 年1 月 ?植 木 野 ?ビニールレザー加工機械
9 ?ミシュランオカモトタイヤ㈱ ?964 年4 月 ?植 木 野 ?自動車タイヤ
10 ?山陽電機㈱ ?966 年3 月 ?高　　 林 ?電機溶接機
11 ?㈱柳田鉄工所 ?966 年6 月 ?矢　　 場 ?プレス金型
12 ?金井車輪工場㈱ ?966 年9 月 ?矢　　 場 ?自動車用車輪製造
13 ?盟和産業㈱ ?967 年2 月 ?矢　　 場 ?自動車内装部品
14 ?㈱油田硝子工業所 ?969 年3 月 ?別　　 所 ?ガラス切断、研磨
15 ?和泉鋼業㈱ ?969 年4 月 ?内　ヶ　島 ?鉄鋼箔、板加工
16 ?日本発業㈱ ?969 年7 月 ?高　　 林 ?自動車部品
17 ?㈱城南製作所 ?970 年4 月 ?矢　　 場 ?自動車部品
18 ?㈱玉川繊維工業所 ?972 年8 月 ?矢　　 場 ?プレスフェルト製品
19 ?ィフ同潤㈱ ?972年12 月 ?小舞 木町 ?ニット
20 ?東芝シリコーン㈱ ?974 年4 月 ?西 新 町 ?シリコーンゴム・ワニス・オイル
21 ?㈱新潟鉄工所 ?977 年1 月 ?西 新 町 ?産業用ディーゼルエンジン
22 ?㈱明電舎 ?977 年4 月 ?西 新 町 ?発電機、発動機他
23 ?㈲関信電機製作所 ?978 年4 月 ?西 新 町 ?誘導電動機、モーター組立
24 ?三和シャッター工業㈱ ?979年10 月 ?東 新 町 ?スチールドア
25 ?㈲初谷鉄工所 ?979年11 月 ?東 新 町 ?コンベヤ部品
26 ?㈱東西工業 ?979年11 月 ?東 新 町 ?冷凍機
27 ?㈱加藤製作所 ?980年11 月 ?東 新 町 ?パワーシャベル・クレーン
28 ?日産ディーゼル工業㈱ ?981 年4 月 ?東 新 町 ?トラックエンジン、ミッション
29 ?㈱赤坂工機 ?981 年5 月 ?市　　 場 ?プレス金型
30 ?㈲木村工業所 ?981 年6 月 ?東 新 町 ?金型
31 ?太陽アルタイトエ業㈱ ?981 年9 月 ?東 新 町 ?家庭用厨房用品
32 ?㈲山田鉄工所 ?982 年8 月 ?東 新 町 ?プレス金型
33 ?㈱大川工業所 ?983年11 月 ?西 新 町 ?ディーゼル部品
34 ?田中ガラス㈱ ?983年11 月 ?西 新 町 ?自動車用窓枠ガラス
35 ?第一化研㈱ ?984 年6 月 ?植 木 野 ?成形品
36 ?㈱大出工業所 ?984 年7 月 ?東 新 町 ?建設機械、フレーム
37 ?岩上鋼材㈱ ?984年11 月 ?東 新 町 ?厚鋼板熔断
38 ?㈲ニコー ?985 年8 月 ?市　　 場 ?印刷機械部品
39 ?㈲久保田精工 ?985年11 月 ?東 新 町 ?プレス金型
40 ?埼玉電機㈱ ?986 年3 月 ?安 良 岡 ?電気器具部品
41 ?ウルチック㈱ ?986 年4 月 ?市　　 場 ?コンパクトディスク
42 ?矢萩工業㈱ ?986年12 月 ?西 新 町 ?モーター、電子サイレン
43 ?金属溶材㈱ ?988 年8 月 ?西 新 町 ?溶接棒
44 ?㈱石井機械製作所 ?988年10 月 ?東 新 町 ?印刷機械
45 ?㈱深井製作所 ?988年12 月 ?東 新 町 ?農業・産業機械部品
（出典 ：『太田市 史　 通 史編　 近現 代』 前 出
から「新生太田総合計画」が進められた。これらの計画内容については要点を後述するが、
は社会基盤整備の状況をみていこう。
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こ こ で
5。1　都市計画道路
1930 年代の「都市計画的耕地整理事業」により、120本（内幹線5 本）の道路が新設された。また、40
年代の「太田都市計画街路事業」により、2 本の大環状線と10 数本の放射状街路が計画された。
戦況の悪化により、戦前の計画は頓挫することになったが、これらの新設道路が基盤となり、戦後、
新たな都市計画街路が計画された。
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1963 （昭和38 ）年に策定された『新市建設基本計画』によると、都市計画街路は、24 路線で総
延長が82,088m であった。このうち、70 年までに4 路線（8.398m）が完成し、他の路線もほとん
ど造成を完了していた。この24 路線には国道と県道が含まれており、両方とも交通上の問題があ
った。この問題の解決のため、国は新たな道路の建設を実施したが、太田市は国の施策に対応する
ため新たな街路の建設を推進する必要があった。
国道122 号線は太田 ・足利線と合流する熊野地区において、 交通渋滞が特に激しかった。　こ
のため、国は122 号線バイパスの建設を計画し、1969 年から用地買収を行っていった。総延長5.310m
のバイパス建設は、工区を3 分して行われた。第1 期工区は、安良岡地区から石原地区間
の1.800m であった。太田市は、国の計画に対応するため70 年に策定された『太田市総合建設計画』
に基づき、街路計画を進めていった。
また、1976年に策定された『太田市新総合建設計画』によると、都市計画道路が29 路線であり、
国道・県道の整備に即応して推進された。本町地区の太田中央通り線、内ヶ島地内、細谷地区内の
道路が整備されていった。道路事情の緩和のため太田環状線では、内ヶ島内の立体交差事業が着手
された。さらにこの頃、県内幹線道路として、関越自動車道、上武国道、東北縦貫自動車道等を主
体とした高速道路建設が進められていた。このため、太田市は前橋・高崎を中心とする県央地域と
を連絡する幹線道路の建設が課題となっていた。
1986 年に策定された『第4 次太田市総合建設計画』によると、国道・県道の未改良路線の整備
を促進し、域内交通と通過交通の分離を図ることになっていた。都市計画道路についても、未整備
路線を整備するとともに、新たに4 路線を計画し、域内交通の円滑化を図っていった。また、交通
渋滞解消のため交差点等の立体交差化、東毛幹線（国道354 号バイパス）、上武国道及び北関東横
断道路等の建設が促進された。
1996 年に策定された『第5 次太田市総合計画』によると、都市計画街路は48 路線であった。幹
線道路の整備として、東毛幹線を主要幹線道路として整備を進めることになっていた。県道整備事
業と幹線市道整備事業においては、中心市街地への通過交通の分散排除、地域間交通の強化、市内
交通の円滑化が行われた。その後、見直しを経て現在では、98 路線、244.76km  （太田都市計画で90
路線、218.08km、藪塚都市計画で8 路線、26.68km）が都市計画決定され、整備が進められている。
5。2　都市用水
上水道敷設
太田では、1930 年代まで生活用水や工業用水として井戸水を利用していた。しかし、中島飛行
機の発展による工業用水需要の高まりや近代都市への発展、町民の生活のために上水道の敷設が重
要視されることになった。
1937 （昭和12 ）年2 月、太田町は上水道敷設が緊急課題であるとし、水道調査費を予算化した。
その後、水源を渡良瀬川伏流水に求める上水道建設案を策定して内務省に提出した。翌3 月、専任
技師が着任して実地調査・測量・設計を行った。 10月に目論見書が完成し、町議会で可決された。
県を通じて内務・大蔵両大臣に施工・起債の許可を申請したが、当時、日中戦争が勃発し事業の認
可が危ぶまれた。しかし、工業用水不足が中島飛行機の生産に重大な影響を及ぼすとし、政府は国
策上の要請もあり同年12 月2 日付で申請の認可指令を行った。
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これにより、太田町は翌1938 年1 月、役場に水道課を設置し資材調達を進めていった。同年4 月9
日、配水池建設地で起工式が行われ、39 年9 月に工事が終了した。水源地は、群馬県桐生市広沢
町七丁目新堀、渡良瀬川右岸の含水松林地帯の地下水とした。毛里田村大字吉沢から県道桐生線に
沿って導水管が設置され、自然流下によって南金井ポンプ場へ原水が送られた。配水池は八王子（水
道山）中腹・標高102m にあり、比高66m の貯水池に揚水された。塩素滅菌された水を貯水池か
ら自然圧によって流下させ、配水管で各地域に配水された。配水管の総延長は1 万9.462m で、要
所に制水弁と136 個の消火栓が設置された。
事業の総予算は57 万2,226 円であり、その内22 万1.726 円は1937 年度分、残りが38 年度分の2
ヵ年継続事業であった。収入は、町債41 万円、中島飛行機からの寄付金11 万円、町費繰入金4
万9.076 円、雑収入3.150 円の計57 万2,226 円であった。つまり約2 割が中島飛行機からの寄付で
あった。支出は、工事費55 万円、公債費2 万2,226 円の計57 万2,226 円であった。
当初の給水区域は、市街地を中心とした太田町全域であった。給水人口は1954 年度において、4.000
戸・2万人を計画していた。その後、給水区域は43 年までに高林地区・中島飛行機小泉製作所・
大川村全村へ拡張され、当時県下最大の規模を誇った。
戦後になると、1957 年4 月の強戸・休泊2 ヵ村の合併に伴い、同年12 月から第1 次拡張計画が
実施された。 62年に事業が完成し、給水人口が5 万人となった。この事業の間、60 年に矢場川村、63
年に宝泉村・毛里田村と合併し、需要がさらに増大した。そのため、64 年1 月から第2 次拡張
計画が実施され、70 年に完成して給水人口が12 万人となった。
その後、1970 年6 月から72 年まで第3 次拡張計画が実施された。また、72 年4 月から76 年3
月まで第4 次拡張計画が実施され、水源地を利根川左岸・尾島町区域に求めた。 79年4 月から81
年3 月まで、第4 次拡張計画の第1 次変更事業が実施された。この事業により、工業用水道を転換
活用し、給水人口が16 万1.600 人となった。さらに、83 年6 月から水源地を渡良瀬川とする第5
次拡張計画が実施され、給水人口が20 万5.000 人となった。
工業用水道
最初の工業用水道は、1960 年に首都圏市街地開発地域の指定を受けた太田市・大泉町・尾島町
の1 市2 町の共同事業として築造された。 63年9 月に一部事務組合が設立され、同年12 月から66
年3 月まで事業が行われた。築造費は5 億2,500万円であった。水源は利根川左岸の提内地（伏流水）
で、取水地点は太田市大字古戸字上川原地先であった（図12 ）。
また、県営の工業用水道として建設された東毛工業用水道は、1975 （昭和50 ）年に築造を開始し、78
年10 月から供給が開始された。水源は利根川の表流水である。給水区域は太田市・館林市・境
町（現伊勢崎市）・大泉町・千代田町・邑楽町である。
5。3　高速道路
太田市は、長い間、高速道路の恩恵を受けることなく工業都市として発展してきた。近隣での高
速道路への連絡は、1987 年に完成した東北自動車道の館林インターチェンジである。しかし、ここ
は太田市から約20km の距離と離れていたため、工業都市としての発展に対し高速道路の効果は低
いと考えられる。一方、1970 年に市北部を通る北関東自動車道が計画されていたが、2008 年3 月
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図12　 工業用水道計画図
（出典：『太田市総合建設計画』太田市、1971 年、よ
り一部修正）
8 日に太田桐生インターチェ ンジが開通し、2011
年3 月には完成した（図13 ）。
北 関東自動車道の建設が計画されたのは、1970
 （昭和45 ）年であった。同年8 月25 日、
首都 圏整備委員会におい て茨城新港（常陸
那珂港）とと もに、 物流の政策課題として
提唱された。北関東大規模都市の流通拠点
として茨城県北部臨海部に新規港湾を建設
し、北 関東地域（群馬・栃木・茨城）の港
湾経由貨物 を東京湾から転換する。 これに
より、北関東地域の開発と東京湾港 の輸送
過密による機能麻庫の打 開を図る計画であ
る。
1987 年9 月1 日、 国土開発幹線自動車道
建設法により、 高速幹線自動車道として北
関東自動車道が予定路線 となった。起点 は
群馬県 高崎市で終点は茨城県那珂湊市（現
ひたちなか市）である。
1991 年12 月3 日、「 第29 回 国 土 開 発 幹
線自動車 道建設審議会」 が開催さ れ、群馬
県伊 勢崎 から太田間が「基本計画路線」 に
決定 された。
1994 年9 月、群 馬県知事 により「幹線側
±M^ 自S 車道　 道の建設」が提案され、翌年1 月に「北関
東自動車道　側道建設費補助事業　事務取
扱要領」が施行された。これを受けて、太
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図13　 高速道路網と北関東自動車道
（出典：茂木 晃『太田地域の道とひと一道路誌と人物
誌ものがたり 』ー東京広告、2008 年、より作成）
田市は北関東自動車道関連事業として、2
つの側道整備基本方針を決定することにな
った。
1 つは北関東道関連側道設置計画であり、
基本路線として3 路線の整備が決定された。1
つ目は、太田市が整備する強戸地区北側
側道、2 つ目は、群馬県が整備する北部幹線（主要地方道・足利伊勢崎線）、3 つ目は、太田市が整
備する毛里田地区南側側道である。
もう1 つは、太田パーキングエリア設置計画である。太田市は99 年3 月24 日「（仮称）太田PA
地域拠点整備事業基本計画」を策定し、パーキングエリア計画の基本とした。
1996 年12 月27 日、「第30 回　国土開発幹線自動車道建設審議会」が開催され、伊勢崎から太
田間が「整備計画路線」に決定された。同年12 月25 日、建設大臣から日本道路公団総裁に対して
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施行命令が出された。これによりに、伊勢崎から太田間を含めた4 区間の事業着手となる。この間、
太田市内の薮塚本町・強戸・毛里田地区に北関東自動車道等対策協議会が設立された。同年4 月8 日、
太田から足利間を含む残り全ての区間に施行命令が出された。
5。4　土地区画整理事業と工業団地造成事業
太田の土地区画整理事業は1940 年代の「新興工業都市建設土地区画整理事業」から始まった。当
時、区画整理地区は工場・住宅・商店用地に適応するよう決められていたが、具体的な用途地域は
不明で、戦後の都市計画を待つ必要があった。その後、高度経済成長期の1960 年代から本格的な
土地区画整理事業が行われた。
現在、事業が完了した地区は22 地区であり、面積約1.245.8haである。また、施行中の地区は5
地区であり、面積約270ha となっている。土地区画整理事業の一覧については、表5 のとおりである。
表5　 土地区画整理事業一覧（2007 年8月1日現在）
番号 ? 地 区 名 ?施行者 ?面積(ha) ?
都 市計画
決定 一変更 ?
事 業認可 ? 施行年度 ? 備考
旧
都
市
計
画
法 ? ?
八　　 幡　　 前 ?
個人→
共 同 ?3.1 ? ?942
年5 月25日 ?942 ～51年
? ?太 田 町 （ 市 ）?町(市) ?04.0 ?940 年3 月13 日 ?942年11月16日 ?942~50 年
? ?尾　　　　　　 島 ? 町 ?8.3 ? ?943 年7 月5 日 ?943~46 年
? ?宝 泉（ 藤 久 良 ）? 村 ?7.2 ? ?952年9 月30日 ?952 年
ｬ計4地区 ??92.6
施
行
済 ? ?
矢 場 川 工 業 団 地 ?群馬県 ?.4 ? ?964年3 月25日 ?962 ～63年 ?工業団 地
? ?九　　　　　　 合 ? 市 ?64.2 ?961
年12月27日1962
年11月37日 ?962
年12月24日 ?962~74 年
? ?石　　　　　　　 原 ?群馬県 ?.0 ? ?965 年2 月9 日 ?964 ～65年 ?住宅団 地
? ?矢　場　川　第　二 ?群馬県 ?0.4 ? ?965年5 月18日 ?965 年 ?工業団 地
? ?太 田 工 業 団 地 ?群馬県 ?8.3 ? ?967年1 月5 日 ?966 ～67年 ?
工業団 地(56.3ha)
?0 ?高　 林　 向　 野 ? 組 合 ?7.1 ? ?968 年5 月8 日 ?968~72 年
?1 ?浜　町　・　新　井 ? 市 ?8.5 ?969 年4 月28  日 ?970年10月15日 ?970~81 年
?2 ?太　 田　 西　 部 ?群馬県 ?16.1 ? ?971年6 月16日 ?971 ～73年
?3 ?新田 西部 工 業団 地 ?群馬県 ?1.5 ? ?973年1 月30日 ?972 ～73年 ?工業団 地
4 宝　　　　　　　 泉 ?群馬県 ?9.1 ? ?973年7 月16日 ?973 ～75年 ?住宅団 地
?5 ?太　 田　 東　 部 ?群馬県 ?19.6 ? ?974 年3 月8 日 ?973~76 年 ?工業団 地
?6 ?新 田 西部 住 宅 団地 ?群馬県 ?4.3 ? ?975年11月18日 ?975~78 年 ?住宅団 地
?7 ?西　　　　　　 藤 ? 市 ?2.9 ?974年9 月10日 ?975年11月21日 ?975 ～90年
?8 ?竜　　　　　　　 内 ? 組 合 ?1.6 ?981年8 月11日 ?981年12月23日 ?981 ～2000年
?9 ?尾 島 工 業 団 地 ?群馬県 ?6.2 ?987年5 月1 日 ?985年3 月22日 ?984~1987 年 ?工業団 地
?0 ?今　　　　　　　 井 ? 組 合 ?8.0 ? ?987年11月13日 ?987~96 年
?1 ?市　 場　 前　 原 ? 組 合 ?.2 ? ?999 年3 月24 日 ?998 ～2004年
?2 ?神　　　　　　　明 ? 組 合 ?.8 ? ?000 年9 月1 日 ?000 ～02年
?ｬ計18地区 ??,053.2
施
行
中 ?3 ?
東　　　 矢　　　島 ? 市 ?9.9 ?989年1 月11日 ?990年8 月13日 ?990 ～2006年 ?延 伸予定
?4 ?宝　 泉　 南　 部 ? 市 ?9.2 ?991 年2 月28 日 ?991年10月3 日 ?991~2011 年
?5 ?太　田　駅　周　辺 ? 市 ?1.0 ?994
年1 月11 日1996
年14 月39 日 ?996
年7 月25日 ?996 ～2010年
?6 ?尾　 島　 東　 部 ? 組 合 ?5.9 ?999年8 月24日 ?000 年1 月21 日 ?999 ～2016年
?7 ?東　別　所　南　部 ? 組 合 ?4.6 ?006年2 月8 日 ?007年2 月2 日 ?006~15 年
?8 ?高　　　　　　 瀬 ? 組 合 ?.5 ? ?006 年3 月1 日 ?005~06 年
?ｬ計6地区 ??71.1
予
定 ?9 ?
飛　 行　 場　 跡 ?
一部事務 ?4.0 ?961 年3 月25 日 ? ?
??g合 ?132.9) ?986年11月9 日
0 鳥　　　　　　 山 ? 組 合 ?5.9 ?992年4 月10日 ? ?
?ｬ計2地区 ??09.9 ?198.8)
合 計30 地 区 ??1.626.8?1,715.7)
注1　 面 積 は太田 市 分で、O 内は 全体 の面積 を表し てい る。
注2　2012 年4 月で も同 様であ る。
（出 典：『太 田都 市計 画マ ス タープ ラン 』太 田市、2008 年、 より作 成）
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工業団地の造成状況をみたのが表6 、図14 である。主に群馬県によって整備が進められた。こ
れらの工業団地には、現在、ほとんど企業が立地している。因みに、これら工業団地内での立地企
業数は278 である。「工業都市・太田」との立地条件の良さがその背景にあるが、2006、07、08 年
度には工業団地用地取得助成金（1m2 あたり3,000円、1社あたり最高額1 億5 千万円）が準備され、
太田市は企業立地に努めた。なお最も新しい工業団地として、北関東自動車道のすぐ近くに位置す
る「さくら工業団地」が、太田市土地開発公社により2011 年度から売り出しが始められた。
表6　 工業団地一覧（2012 年4 月1 日現在）
番号? 団　 地　名 ?造成年度 ? 面積(ha) ? 施行者 ?立地企業数
④ ?西 矢 島 工 業 団 地?961 ?3.4 ?太　田　市?
⑦ ?矢
場川 第 一工 業 団地?963～64 ?.4 ?
群 馬 県?
?譓齔?謫?H業団地 ?964～65 ?0.4
③ ?植 木 野 工 業 団 地?963～64 ?.3 ?太　田　市?
④ ?新 野 工 業 団 地?964～65 ?.8 ?太　田　市?
⑤ ?矢 場 工 業 団 地?964～65 ?.8 ?群 馬 県?1
面 ?太 田 工 業 団 地?966～67 ?6.3 ?太　田　市?
雨 ?別 所 工 業 団 地?968 ?.7 ?群 馬 県?
⑥ ?太 田 西 部 工 業 団 地?971～72 ?3.3 ?群 馬 県?9
⑨ ?新 田 西 部 工 業 団 地?972～73 ?1.8 ?群 馬 県?
○ ?太 田 東 部 工 業 団 地?974～76 ?5.7 ?群 馬 県?
(D ?新田中部地区工業団地?981 ?5.0 ?群 馬 県?9
○ ?尾 島 工 業 団 地?984～87 ?6.2 ?群 馬 県?
暗 ?新 田 北 部 工 業 団 地?985 ?4.7 ?群 馬 県?4
印 ?市 野 倉地 区工 業 団 地?981 ?3.0 ?群 馬 県?
印 ?藪 塚 工 業 団 地?986 ?.3 ?群 馬 県?
(a〉?境 北 部 工 業 団 地?986～87 ?.6(37.0) ?群 馬 県?
n ?東 金 井 工 業 団 地?986～87 ?0.8 ?群 馬 県?3
⑩ ?太 田 大 泉 工 業 団 地?986～87 ?6.1(39.7) ?群 馬 県?
(j ?太 田 流 通 団 地?988～89 ?1.2 ?群 馬 県?4
○ ?新田北部第二工業団地?988～89 ?6.2 ?群 馬 県?
○ ?新田西部第二工業団地?989～90 ?.5 ?群 馬 県?
(n ?尾 島 第 二 工 業 団 地?991～93 ?5.0 ?群 馬 県?
の ?太 田リ サ ー チ パ ー ク?992～99 ?0.0 ?群 馬 県?
(9 ?新 田 東 部 工 業 団 地?996～97 ?1.5 ?群 馬 県?3
○ ?太田沖野上田島工業団地?995～96 ?5.2 ?群 馬 県?
j ?太 田さくら 工 業 団 地?009～10 ?1.2 ?太　田　市?
合　　計 ??49.4(797.4) ?278
注1　 面積 は太 田市 分で、（　 ） 内は工 業 団地全 体 の面積 を 表し てい る。
注2　 番号2  ・ 6 ・ 9 ・ 12 は、 土地 区画 整理 事業 に より造 成し た もの。
注3　 番号16 の37.0ha に は、 伊 勢崎市 分34.4ha が 含 まれ る。
注4　 番号18 の39.7ha に は、 大 泉町 分13.6ha が含 まれる。
（ 出典 ：『太田都 市計 画マ ス タープ ラ ン』 太田市、2008 年 、 を修正 ・ 付加）
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図14　 工業団地位置図（番号は表6 のとおり）
（出典:『平成23 年度商工施策のあらまし』太田市　産業環境部、2011年、
を修正・付加）
6。 都市建設計画 にみる太田市の整備方針
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6。1「太田市総合建設計画」
1970 昭和45 ）年からの10 ヵ年計画（目標年次1980 年）で、前・後を5 ヵ年計画に分けた本
格的な都市計画であった。その背景には、首都圏市街地開発区域の指定地区が、70 年から「太田
館林地区」へ拡大したことがある。太田市の特性を飛躍的に発展させるため、次の4 項目を主要目
標として掲げた。
①　産業の調和ある発展（第2次産業の発展と近代化・高度化、交通・水・電力等の基盤整備、
秩序と効率の土地利用）
②　社会生活環境の整備（住宅・緑地・街路・上下水道・通信・運動場の整備、社会福祉対策、
保健・保安対策）
③　教育文化の向上（学校教育の拡充・学校の新増設、社会教育の充実、体位・健康増進策）
④　広域開発の推進（工業用水道建設、広域行政・開発の推進、東毛の拠点づくり推進）
具体的には、次のようなことがあげられる。
西部・東部工業団地と飛行場跡地の利用促進。産業開発に伴う国県道の整備として、東北縦貫自
動車道および上武国道を結ぶ計画路線の建設。そして、西部工業地域・飛行場跡地・大利根工業団
地間を中心とした街路の建設。計画工業団地に対応する大規模住宅団地の造成。都市計画事業によ
る宅地開発等の推進。また、都市環境施設の整備。老人福祉・児童福祉・保健活動の推進。さらに、
交通・公害の対策。義務教育・社会教育・市民体育の向上となっていた。
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6。2「太田市新総合建設計画」
1973 （昭和48 ）年石油ショック後の日本経済の基調の変化、公害問題への対処などを背景に、
前計画の総合的見直しが行われ、太田市新総合建設計画が、計画年度を76 年からの10 ヵ年計画（目
標年次1985 年度）として策定された。ねらいとして、「快適な市民生活ができる都市社会の実現を
目指し、市の特性を生かしつつ効率的な行財政政策を展開し、豊かな市民生活とそれを支える産業
の振興、調和のとれた魅力ある近代都市の実現を期す」総合プログラムとした。
基本理念は、「太陽と緑に囲まれ、すべての市民が健康で楽しく生活でき、希望と活力にあふれ
る青年都市」（16万人規模）の建設とし、特別プロジェクトして次の5 つを提示した。
①　市民の集う会館建設（福祉会館・社会教育総合センター・産業会館）
②　金山山系の整備推進
③　東武鉄道高架事業の推進
④　水上公園の建設（親水レジャー施設）
⑤　飛行場跡地の有効利用（運動公園・工業開発）
特別プロジェクトとは別に一般施策では、県立高校誘致、消費者対策、自然保護、公害対策、余
暇レクリエーション対策等が行われた。
6。3「第4 次　 太田市総合建設計画」
市民意識や価値観の変化による行政需要の多様化・高度化、高齢化・国際化・高度情報化等、社会・
経済情勢の基調の変化を背景に策定された。西暦2000 年を展望し、計画年度は1986  昭和61 ）年
から96 年までの10 ヵ年計画とした。目標年次の人口は16 万5.400 人とした。
理念は、「人間性の尊重、市民自治の発展と市民参加の充実、快適な環境と文化の創造」とし、
次のような重点施策が掲げられた。
・産業経済面：農業地の安全と都市緑地の保護、新規工業団地の計画的整備、流通団地の整備
・教育面：大学等高等教育機関の誘致と社会教育施設の建設、生涯教育・生涯スポーツの振興
・生活基盤整備：社会福祉の一層の充実、公害対策・下水道整備・ごみ処理等の自然環境の保護・
保全
・市街地整備面：中心商店街の近代化、区画整理の推進と住宅地の造成、公共輸送体系の確立
さらに、主要プロジェクトとして、次の5 つが挙げられた。
①　太田テクノポリス開発構想（リサーチパーク等）
②　金山山系整備（周遊ルート・動物公園・フラワーパーク・若人の森・墓地公園・こどもの国）
③　産業技術短期大学（コミュニティーカレッジ）の具体的推進
④　歴史民俗資料館・美術館・少年科学館・図書館の建設、天神山・女体山・金山城跡の保存
と整備、「県立はにわ公園」の誘致
⑤　市街地再開発事業の推進（中心市街地整備・東武線高架化）
なおテクノポリス開発構想であるが、1983 年、国では「高度技術工業集積地域開発法（テクノ
ポリス法）」が成立していて、この地域指定を求めていったと考えられる。太田市は『太田テクノ
ポリス（高度技術産業都市）開発構想調査報告書』を作成し、「太田市の経済発展だけでなく、両
毛地域の発展と首都圏の中央に位置する新たな先端技術産業地域の形成という広域的な役割を担っ
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ている」とし、テクノポリスの指定を目指した。しかし地域指定にはならなかった。だが工業団地・
リサーチパークが県によって造成され、ここに県立の試験研究機関として「東毛産業技術センター」、
また第三セクターとして群馬県・太田市などが出資し工作機械や研究室を貸し出す「ぐんま産業高
度化センター」が設置され、研究・開発企業を誘致した。
6。4「第5 次太田市総合計画」
生産技術革新、経済成長、バブル崩壊等の社会経済情勢の変化に伴い、総合的・計画的なまちづ
くりを進めるために策定された。基本構想は、2010（平成22 ）年を展望し、05 年を目標年次とし
た。計画期間は、1997 年から2005 年までの10 ヵ年計画であった。目標年次の人口は、16 万9,000
人とした。
まちづくりの都市像は、「品格のある生活文化都市」とし、主な事業として、市立幼稚園・市立
商業高校の施設、天神山古墳・女体山古墳・金山城址等の保護、民間ボランティアの育成、在宅福
祉サービスの充実。また、住宅団地造成、工場用地の確保、幹線道路網の整備。公園・緑地の整備、
金山山系の整備等が挙げられた。
6。5「新生太田総合計画」
2005（平成17）年に太田市・尾島町・新田町・藪塚本町が合併してから初めての総合計画であり、
「太田市まちづくり基本条例」を基本に策定された。 07年4 月から、この計画に基づき市民参画
と協働のまちづくりを進めている。
構想の目標年度は2016 年度とし、目標人口は約21 万5.800 人とする。将来の都市像として、「人
と自然にやさしい、笑顔で暮らせるまち太田」を目指す。主な事業として、金山城跡・新田荘遺跡
の整備、児童館の建設、水道施設整備改修、また、企業立地促進、工業団地造成、北関東自動車道
側道建設、都市計画道路整備、太田マネジメントシステム推進事業等が挙げられている。
7。 結論
太田市は内陸部にありながら、今日、工業都市として活発な活動を展開している。その成功の主
因は、なんと言っても戦前の中島飛行機株式会社の存在である。日本有数の飛行機会社は、その設
立者・中島知久平が遇々、利根川沿いの押切村に生まれたことによって太田町に設立された。1919 （大
正8 ）年利根川河原での試験飛行に成功し、軍部に認められて工場を拡げていった。その後、従業
者数は増えていき、そのさらなる発展のために新たな地域づくりが必要となった。太田では、1931 （昭
和6 ）年秋頃から36 年3 月に都市計画的耕地整理事業が行われ、都市基盤の整備が行われた。そ
の終了前に中島飛行機は周辺16 町村を含む人口30 万人の「新興工業都市構想」を打ち出すが、こ
れに呼応して太田町は35 年、都市計画法の適用を申請し、内務省からその指定を受けて都市計画
法に基づく地域づくりが進められていった。
1940 年には新興工業都市建設を目指し自動車交通に対処した都市計画が策定され、都市計画街
路事業、土地区画整理事業が着工された。都市計画街路事業は事業費約245 万円であったが、その
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うち180 万円が中島飛行機による寄付であった。自動車交通のための街路整備を中島飛行機がいか
に求めていたかが分かる。また土地区画整理事業によって飛行場が築造された。
新興工業都市建設は戦争により頓挫したが、それでも多くの道路が新設された。これらの新設道
路が基盤となり、戦後の都市計画街路が計画されることになった。戦前の都市計画街路と現在の都
市計画街路を比較してみると、大方、戦前の計画を基に整備されている。戦前に計画された都市計
画街路が、現在の都市計画街路にまで生かされているのである。太田の長期的な発展を見越して計
画されていたと評価できる。
戦後、これらの道路をベースにして工業用地が造成されていった。工業団地造成は、「太田・大
泉地区」の名称で、首都圏整備法市街地開発区域に指定されたことにより進められた。 2010年度
までに26 の工業団地が造成され、多くの工場が進出している。なお工業用水は、近くに渡良瀬川・
利根川が流れており、そこから十分の量を得ている。
工業都市太田市からみて興味深いことは、新幹線さらには高速道路も近年まで走っていないこと
である。群馬県東部を走る東北自動車道は、1972 年に岩槻・宇都宮間で部分開通、その後1987 年
に全線開通となったが、最も近い館林インターチェンジまでは約20km の距離がある。東北自動車
道の効果はさほどない。一方、北部を通る北関東自動車道が1970 年に計画されたが、開通をみた
のは2011 年3 月である。つまり高速道路の恩恵なしに太田市は工業都市となったのである。工業
開発において高速自動車は必要条件ではないことが分かる。なお、高速自動車道を使うと、一旦、
大渋滞に巻き込まれた時、一般道だと他の道路を使っての迂回が出来るが高速道だとできず、計画
の見通しが立たないため利用しない、と聞いた。
このようにみると、工業都市太田市の社会基盤の骨格は、戦前から始まった都市基盤整備であっ
たと評価できる。車交通に対応するため計画的な道路・街路事業、工場・住宅・商業用地に適応す
る土地区画整理事業が進められていた。戦争により中断されたが、1960 年代になるとさらに規模
を拡大して進められたのである。また戦前の中島飛行機株式会社の遺産、つまり技術力であり多く
の技術者たちの存在であるが、それらが喰い潰されることなく開花していったのである。
なお本論では述べなかったが、太田工業高校が1962  （昭和37 ）年に開校し、工場労働のための
若い働き手を送りだしていた。
また、海外への輸出入を取り扱う株式会社太田国際ターミナルが第三セクター法人として1999
年に設立され、その3 年後、「東京税関前橋出張所太田派出所」が開設された。これにより輸出入
の関税事務が太田市で行われることとなり、海外と直接的な繋がりを持つこととなった。その設置
場所は北関東自動車道太田桐生インターチェンジから遠くないところであり、常陸那珂港（現・茨
城港）とつながることとなった。
お わり に
ここで、日本経済に大きな影響を与えた2008 年のリーマンショック以降の動きを簡単に見てい
こう。工業都市・太田も大きな変化が生じた。日本を代表する金型メーカーであった株式会社オ
ギハラが経営に行き詰まり、2009 年タイの自動車部品メーカーが筆頭株主になった後、その館林
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工場が中国の自動車メーカーに買収された。この結果、オギハラが開発した金型技術の中国への
流出が進められている。また三洋電機が2009 年12 月、パナソニックの子会社となり、11年にはそ
の白物家電（冷蔵庫・洗濯機）部門が中国家電製造大手に売却されることとなった。さらに、第三
セクターとして、「太田リサーチパーク」に1991 年に設立された「ぐんま産業高度化センター」が2009
年10 月に解散となった。工業都市・太田が新たなステージに立っていることは間違いないだ
ろう。
一方、北関東自動車道が開通し、海外との交易ルートとしてそれまでの東京港・横浜港ではなく、
新たに茨城新港（常陸那珂港）が完成した。新たな産業基盤の整備であるが、これが果たしてどれ
ほどのインパクトを地域に与えるのか、重要な課題である。
さて、本論文は、朝海が松浦の指導の下に行った卒業論文『群馬県太田市の都市基盤整備と企業
立地のかかわり一戦前から現在までの都市計画よりー』（2009 年12 月提出）を基に、松浦がさら
に資料を加味し、新たに太田市役所などでヒヤリングを行いながら考察・整理していったものであ
る。
本論文作成のベースとなった資料は、1994年に太田市から刊行された『太田市史 通史編 近現代』
である。 1.080頁からなるこの郷土史は、実に内容のある質の高いもので、また多くの図表が掲載
されている。本論文は、これらの図表のかなりを使用しているし、論文内容についても、この本を
整理しただけに終わっている部分もある。しかし重要な部分については、『太田市史　史料編　近
現代』（太田市1987 年）などで、さらに分析を進めて内容を深めていった。また近年の状況につい
ては、別途資料を収集するとともに太田市市役所でのヒヤリングを行い考察を進めていった。
太田市産業環境部の皆さんを始め、お世話になった関係各位に心から感謝致します。
注釈
1 ）『太田市史 史料編 近現代J P.158、太田市、1987 年
2 』『太田市史 史料編 近現代J P.159、前出
3 』『太田市史 史料編 近現代J P.160、前出
4 』『太田市史 通史編 近現代J P.398、太田市、1994 年、
なお茂木 晃 『太田地域の道とひと一道路誌と人物誌ものがたり－JP.287 （東京広告2008 年）では、「明治45
年7 月3 日から大正元年12 月15 日まで約1 年半」となっている。
5 ）『太田市史 通史編 近現代J P.402、前出、
なお高橋泰隆『中島知久平一軍人、飛行機王、大臣の三つの人生を生きた男－JP.140 （日本経済評論社、2003年）
では、「借用には太田町の大島戸一と成田定三郎町長が大活躍した。両名は何度も上京して東武鉄道に根津嘉
一郎社長を訪ねた。」となっている。
6 ）内山 充 『語り継ぐもの 新聞記者が見た群馬百年史JP.30 、上毛新聞社、2000 年
7 』同上
8 ）『太田市史 史料編 近現代J P.160、前出
9 』『太田市史 史料編 近現代J P.160、前出
10』『太田市史 史料編 近現代J pp. 167 ～168 、前出
11』『太田市史 史料編 近現代J pp.169 ～170 、前出
72 国際地域学研究　第16 号　2013 年3 月
12）『太田市史 史料編 近現代J P.175、前出
13』『太田市史 通史編 近現代』太田市、1994年、P.999
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